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要 旨 

平成 29 年 3 月 24 日，地理空間情報の活用に関す

る施策の基本となる事項を定めた「地理空間情報活

用推進基本法」の規定に基づき，地理空間情報の活

用推進に関する政府の基本的な計画である「地理空

間情報活用推進基本計画（第 3 期）」が閣議決定され

た． 

本基本計画は，第 1 期及び第 2 期の地理空間情報

活用推進基本計画において形成された，基盤地図情

報や準天頂衛星初号機の整備による日本独自の測位

基盤を活用し，高精度で利用価値が高く，リアルタ

イムで利用が可能な地理空間情報を IoT（モノのイ

ンターネット）・ビッグデータ・AI（人工知能）等の

先進技術と融合させることで，様々な社会課題の解

決や新産業・新サービスの創出を目指すものである. 

そのため，政府は，本基本計画に基づき各施策の

目標やその達成期間等について検討を行い，毎年度

の進捗状況のフォローアップを実施するだけでなく，

地理空間情報の活用をより戦略的に進めるため，重

点的に取り組むべき施策を「シンボルプロジェクト」

として選定することにより，取組の内容を具体的に

示している． 

国土地理院は，誰もが利用可能な位置の基準であ

る基盤地図情報や我が国の地図の基本となる電子国

土基本図等を社会基盤として整備し，これに準天頂

衛星システムを中核とした衛星測位情報や様々な高

精度な 3 次元地理空間情報を，高い精度で位置の基

準に整合させる仕組みの検討を行うことで，防災，

交通・物流，生活環境，地方創生，海外展開等の幅

広い分野で地理空間情報が高度に利活用される世界

最高水準の「地理空間情報高度活用社会」（Ｇ空間社

会）の実現を目指していく． 

 

1. はじめに 

1.1 政府の地理空間情報活用推進体制 

政府における地理空間情報の活用推進は，全府省

の局長級を構成員とする地理空間情報活用推進会議

（以下「推進会議」という．）の主導の下，各府省間

の連携・協力により総合的かつ計画的に進められて

いる（図-1）． 

                                                           
現所属：1中部地方測量部 

国土地理院は，推進会議（及びその前身組織）の

発足当初より，その事務局として中心的な役割を担

ってきている． 

なお，地理空間情報活用推進基本計画（第 3 期）

を着実に実行する専門的かつ強力な推進体制の構築

が必要との観点から，内閣官房に地理空間情報活用

推進室が新たに設置されるなど，更なる組織体制の

充実・強化が適時に進められているところである. 

 

図-1 地理空間情報活用推進会議の組織体制（本基本計画

策定時） 

 

1.2 地理空間情報活用推進基本計画（第 3 期）策定

の背景 

平成 19 年に制定された「地理空間情報活用推進

基本法」（以下「基本法」という．）に基づき，政府

は，平成 20 年には第 1 期の，平成 24 年には第 2 期

の「地理空間情報活用推進基本計画」（以下「基本計

画」という．）を策定し，産学官による推進体制の整

備，社会基盤としての地理空間情報の整備・提供，

衛星測位の高度な技術基盤の確立など，地理空間情

報を活用するための環境整備を進めてきた． 
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また，基本計画に基づいた各施策の具体的な実施

目標や達成期間を「地理空間情報の活用推進に関す

る行動計画」（Ｇ空間行動プラン）として取りまとめ，

各府省が一体となり，総合的・計画的に実行してい

る． 

こうした「第 1 期・第 2 期の基本計画」（以下「前

基本計画」という．）の成果を踏まえつつ，IoT・ビ

ッグデータ・AI 等の先端技術により第 4 次産業革命

が進展する中，高度な地理空間情報活用技術を幅広

い分野において社会実装することで，産学官民の協

調による共通基盤の構築と，それらを活用可能とす

る環境整備を通じた新たな成長の実現を図るととも

に，平成 32 年（2020 年）の東京オリンピック・パ

ラリンピック競技大会（以下「東京 2020 大会」とい

う．）を契機として，地理空間情報の高度な活用を対

外的にアピールし，新たなビジネスチャンスの拡大

や国際貢献に取り組むことの必要性を背景に，「地理

空間情報活用推進基本計画（第 3 期）」（以下「本基

本計画」という．）の策定が進められた． 

 

1.3 本基本計画の基本的構成 

本基本計画は，二部構成となっており，第 1 部で

は，地理空間情報の流通・利活用技術の向上により

実現が見込まれる理想的な社会状況に関する認識を

共有し，前基本計画の総括と現状の課題を整理する

ことで，我が国が目指すべき姿を定めている． 

第 2 部では，目指すべき姿を実現するため，地理

空間情報の整備・流通・利活用，高精度・高信頼な

測位サービスの展開及び教育・人材育成を柱とした

活用推進に関する具体的施策を体系的に整理して示

している． 

その具体的な構成は，以下に示すとおりである． 

 

第 1 部 地理空間情報の活用の推進に関する施策に

ついての基本的な方針 

地理空間情報の活用推進政策に関する認識 

・地理空間情報の流通と利活用技術の飛躍的な向

上に伴い実現する社会状況を整理し，認識を共

有． 

地理空間情報を巡る現状と課題 

・前基本計画の取組を総括し，社会情勢の変化に

伴い生じる課題を記載． 

目指すべき姿と実現のための施策の基本方針 

・前項の課題を踏まえ，我が国が「目指すべき姿」

として定めた 5 つの目標を記載． 

基本計画の効果的推進 

・政府の基本政策や他の計画との整合・連携，行

動計画の策定・フォローアップ等の実施，戦略

的推進に向けた「シンボルプロジェクト」の選

定等，計画の推進方策を記載． 

 

第 2 部 地理空間情報の活用推進に関する具体的施

策 

地理空間情報を高度に活用するための基盤と環

境の整備 

・活用の仕組みの構築，準天頂衛星システム及び

地理情報システム（GIS）の整備推進等の施策を

記載． 

高精度な地理空間情報の高度な活用～東京 2020

大会をショーケースに 

・新産業・新サービスの創出，東京 2020 大会を契

機とする我が国の姿を提示等の施策を記載． 

暮らしの中で実感できる地理空間情報の活用 

・災害に強く持続可能で強靱な国土・安全安心で

質の高い暮らしの実現及び行政の効率化・高度

化の推進等の施策を記載． 

地理空間情報の活用による海外展開・国際貢献 

・国連委員会等における取組の支援及び準天頂衛

星による測位サービス・電子基準点網整備に関

する協力等の施策を記載． 

地理空間情報の整備と活用を促進するための総

合的な施策 

・関係主体の推進体制・連携強化，知識の普及・

人材育成等の推進，研究開発の戦略的推進及び

「シンボルプロジェクト」等の施策を記載． 

 

2. Ｇ空間社会の実現に向けた現状及び課題 

2.1 地理空間情報の活用推進政策に関する認識 

本基本計画では，第 4 次産業革命において，位置

と時間及び付随する関連情報からなる地理空間情報

が，サイバー空間と現実社会の融合による超スマー

ト社会（Society 5.0）を実現させる鍵であり，イノベ

ーションの源であるとの考えの下，地理空間情報を

IoT・ビッグデータ・AI により収集し，重ね合わせ

て分析することで，国民生活の利便性向上，新産業・

新サービスの創出，雇用の拡大が進むとの認識に基

づき，政策の方向性を定めている（図-2）． 
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図-2 地理空間情報の活用推進政策に関する認識 

 

2.2 前基本計画の総括 

前基本計画における GIS，衛星測位及び東日本大

震災後に強化された防災・復興分野での地理空間情

報の活用に関する主な取組は，以下に示すとおりで

ある． 

 

【前基本計画における主な取組】 

①基盤地図情報と電子国土基本図を一体的に整

備・更新し，「地理院地図」としてインターネッ

トによる提供サービスを開始 

②準天頂衛星システム等により取得した位置情

報を利用するサービスが広く普及 

③Ｇ空間情報センターによる提供サービスを開

始 

④準天頂衛星 4 機体制の整備時期の目途を明示

し，初号機の内閣府への移管と 2 号機から 4 号

機までの整備を進め，4 機体制での運用に必要

な地上設備を整備 

⑤「宇宙基本計画」（平成 27 年 1 月 9 日宇宙開発

戦略本部決定）において，平成 35 年度を目途

とした準天頂衛星 7 機体制の確立を決定 

⑥発災時の初動対応・応急対策活動支援，復旧・

復興段階における地籍情報の復旧支援，浸水想

定区域の設定・ハザードマップの策定支援等に

よる被災地復興支援を実施 

⑦全国の電子基準点による地殻変動の即時把握

技術の開発，都市災害時の地下街等において情

報伝達の実証事業等を実施 

2.3 目指すべき姿と実現のための施策 

本基本計画では，産学官民が協調して，高精度で

利用価値の高い地理空間情報をリアルタイムに利用

できる環境の整備を行うとともに，IoT・ビッグデー

タ・AI 等の先端技術を高度に活用することで，我が

国の社会課題の解決や新産業・新サービスを創出す

る「地理空間情報高度活用社会」（Ｇ空間社会）の実

現を目指している． 

世界最高水準のＧ空間社会の実現に向け，我が国

が目指すべき姿として，以下に示す 5 つの目標を定

めている（図-3）． 

 

【目指すべき姿（5 つの目標）】 

①災害に強く持続可能な国土の形成への寄与 

・一人一人の命を救う情報収集・共有等による災

害対応力の強化・高度化，社会資本維持管理の

効率化・高度化． 

②新しい交通・物流サービスの創出 

・高精度測位情報による新時代の交通，物流シス

テムの実現． 

③人口減少・高齢社会における安全・安心で質の

高い暮らしへの貢献 

・多様で豊かな暮らしのための高齢者等へのモビ

リティ向上サービス，住民の身近なサービス分

野での利活用． 

④地域産業の活性化，新産業・新サービスの創出

・地方創生を加速する IT 農林水産業， i-

Construction による省力化・生産性向上． 

⑤地理空間情報を活用した技術や仕組みの海外

展開，国際貢献の進展 

・測位インフラ，関連ビジネス，人材育成等をパ

ッケージ化し世界に拡げる． 

・東京 2020 大会をＧ空間社会のショーケースに．

 

そして，これらの目指すべき姿を実現するため，

以下に示す 3 つの手段を柱とした施策を推進するこ

ととしている（図-3）． 

 

【実現する方法（3 つの手段）】 

①Ｇ空間情報センターを中核とした産学官民連

携による地理空間情報の整備・流通・利活用 

②準天頂衛星システムや電子基準点網の高度化

等による高精度・高信頼性の測位サービスの展

開 

③地理空間情報に関するリテラシー教育，人材育

成 
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図-3 地理空間情報を高度に活用する社会のイメージ 

 

2.4 基本計画の効果的推進 

本基本計画では，計画を効果的に推進するため，

政府の基本戦略や基本方針等との整合を図ることで，

連携効果を十分に発揮できるよう考慮している． 

また，各府省における施策のより具体的な目標及

びその達成期間等を整理・検討し，毎年度，その進

捗状況のフォローアップを行うだけでなく，地理空

間情報の活用をより戦略的に進めるため，重点的に

取り組むべき施策を「シンボルプロジェクト」とし

て選定することで，事業の姿を具体化し，産学官民

連携の下で取組を加速させていく． 

更に，これらの研究や実証により得られた成果を

社会へ着実に還元するため，重要業績評価指標（KPI）

を含めた工程表を策定しており，今後は，この工程

表に基づき，施策の進捗状況を検証し，急速な技術

革新等の動向も踏まえつつ，必要に応じた改訂を行

うことで，より一層の進捗を図っていく． 

選定した 13 の「シンボルプロジェクト」は，以下

に示すとおりである． 

 

【シンボルプロジェクト】 

①準天頂衛星システムを活用した避難所等にお

ける防災機能の強化 

②津波浸水被害推計システムの運用 

③Ｇ空間防災システムの普及の促進 

④高度な自動走行システムの開発・普及の促進 

⑤準天頂衛星を活用した無人航空機物流事業の

促進 

⑥屋内空間における高精度測位環境づくりの促

進 

⑦Ｇ空間情報センターを活用した大規模イベン

ト来場者等の移動支援 

⑧農業機械の自動走行技術等の開発・普及の促進

⑨地理空間情報と ICTを活用した林業の成長産業

化の促進 

⑩i-Construction の推進による 3 次元データの利活

用の促進 

⑪中小企業・小規模事業者の研究開発・サービス

モデル開発の推進 

⑫電子基準点網及び準天頂衛星システムを活用

した高精度測位サービスの海外展開 

⑬地理空間情報の循環システムの形成 

 

これらの施策により，地理空間情報を活用した世

界最高水準のサービスを実現させ，また，東京 2020

大会において提供することで，更なる社会実装の取

組を進めるとともに，制度面の課題を整理すること

で，必要に応じた本基本計画及び関係法令の改正等

を含む見直しを行っていく． 

 

3. 地理空間情報の活用推進に関する具体的施策（国

土地理院関連施策） 

本基本計画における，地理空間情報の活用推進に

関する具体的な施策の概要について，国土地理院が

取り組む事項を中心に記載する． 

 

3.1 地理空間情報を高度に活用するための基盤と環

境の整備 

(1) 新たな価値を自律的に生み出す地理空間情報の

活用の仕組みの構築 

・国土地理院が整備する，社会的なニーズに対応し

た利用価値の高い地理空間情報をＧ空間情報セン

ターにおいても利活用が可能となるよう必要な連

携を進める． 

・高精度な 3 次元地理空間情報と衛星測位情報を組

み合わせ，円滑かつ一元的に活用するための標準

的な仕組みや手法を整備する． 

・相対的な位置精度が高い地理空間情報を絶対的な

位置精度が高い地理空間情報にひも付けるための

仕組みを構築する． 

・衛星測位情報と高精度な 3 次元地理空間情報の相

互位置を，高い精度で整合させる仕組み作りを推

進する． 

・高精度な 3 次元地理空間情報の流通・利活用の円

滑化を図るため，共通して整備すべき事項の標準

化を推進する． 

・地理空間情報の品質担保に資する最新の技術動向

を踏まえた統一的な規格や作業マニュアルの整
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備・更新及び品質確保のための体制づくりを継続

的に行う． 

・地理情報標準プロファイル（JPGIS）を適時に改定

し，地方公共団体や民間事業者における使用の促

進を図る． 

・測量に関する新技術や手法が開発・実用化された

場合には，その動向を踏まえた技術基準や規程等

を策定する． 

 

(2) 準天頂衛星システムの整備推進及びその利活用

促進等 

・高精度測位が可能となる高度な位置情報基盤を整

備するため，電子基準点網の高度化と適切な維持

管理を行う． 

・準天頂衛星システムを中核としたマルチ GNSS に

よって実現する，高精度・高信頼性のリアルタイ

ム測位サービスや屋内測位環境の整備・実用化を

推進する． 

 

(3) 社会の基盤となる地理空間情報及び GIS の整備

推進 

・我が国の領土・領海等を正確に明示するため，遠

隔離島への基準点設置及び維持管理を行う． 

・基盤地図情報と電子国土基本図を一体的に更新し，

速やかに「地理院地図」を通じて公開する． 

・国土の位置の基準を高精度に維持・管理するため，

VLBI 観測，水準測量，重力測定等の結果を電子基

準点と関連づける． 

・絶対的な位置の基準に基づく時間分解能の高い地

理空間情報の体系的な整備を行うため，電子基準

点網の安定的な運用，継続的な維持管理・高度化

を行う． 

 

3.2 高精度な地理空間情報の高度な活用～東京

2020 大会をショーケースに 

(1) 高精度な地理空間情報の高度な活用による新産

業・新サービスの創出 

・3 次元データや ICT を活用して生産性の向上を図

る i-Construction 等において関連施策を実施する． 

 

(2) 東京 2020 大会において我が国の姿を全世界に 

・衛星測位が困難な屋内や地下空間において，Wi-Fi

やビーコン等のパブリックタグとしての登録・設

置を促進する． 

 

3.3 暮らしの中で実感できる地理空間情報の活用 

(1) 災害に強く持続可能で強靱な国土の形成 

・公共測量成果等の迅速かつ効率的な復旧を行うた

めに必要な補正パラメータ作成用ソフトウエア及

び作業マニュアルの整備等を行う． 

・測量用航空機や小型無人機を運用し，緊急撮影に

より取得した被災情報等の提供を行う． 

・国土の変動や変化を面的に監視するため，人工衛

星 SAR 観測を継続的に行い，データ利活用の推進

及び地震による地殻変動・火山変動・地盤沈下等

の検出を行う． 

・先進レーダ衛星の利活用や航空機 SAR の研究開

発，電子基準点網の解析手法の高度化，夜間にお

ける浸水範囲の把握手法の検討等を行う． 

 

(2) 安全・安心で質の高い暮らしの実現 

・自動走行技術の活用によるモビリティ向上サービ

ス，屋内外の測位環境の整備による移動支援，位

置情報の活用による各種サービス等を実現するた

めに必要な関連施策を実施する． 

 

(3) 行政の効率化・高度化の推進 

・管理施設等を識別するため，場所情報コードを利

活用するなど，ICT 等を活用したインフラマネジ

メントを実現する． 

・新たな測量技術を活用し，公共測量のより一層の

効率化を図るため，技術的支援の実施，技術マニ

ュアル等の普及啓発，作業規程の準則等への反映

を行う． 

・基本測量と公共測量における効率的な作業の調整

を図るため，測量計画機関等に対する適時の情報

提供や普及啓発，講習等を継続的に実施すること

により，測量関連業務に携わる行政職員の人材育

成を支援する． 

 

3.4 地理空間情報の活用による海外展開・国際貢献 

・「国連地球規模の地理空間情報管理に関する専門

家委員会」（UN-GGIM）の取組に対応した国際

VLBI 事業・国際 GNSS 事業等，地球規模の国際

共同観測による世界測地系の構築・維持を支援す

る． 

・アジア太平洋地域における地理空間情報基盤整備

の推進及び関連政策に関する情報交換を目的とし

た「国連地球規模の地理空間情報管理に関するア

ジア太平洋地域委員会」（UN-GGIM-AP）の中心的

な役割を担う． 

・「地球規模の測地基準座標系」（GGRF）の実現に向

け，国際連合，国際測地学協会（IAG），国際測量

者連盟（FIG）等との連携を図り，位置の基準が定

められていない国々の正確な緯度・経度の測定を

支援する． 

・各国における GNSS データの整備・流通・利用を

促進するため，全球統合測地観測システム（GGOS）

やアジア太平洋地域の測地基準座標系の基盤強化

を支援する． 
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・アジア太平洋地域の VLBI 共同観測を主導すると

ともに，独立行政法人国際協力機構（JICA）など

の関係機関と緊密に連携し，相手国からの研修員

受入れや相手国への専門家派遣を実施するなど，

電子基準点網整備への協力・助言を行う． 

・i-Construction について，準天頂衛星システムの高

精度測位機能や電子基準点網とも組み合わせ，技

術基準，制度，人材育成などを一体とした展開を

図るための検討を行う． 

・産学官民で連携し，我が国の先進的な GIS 及び衛

星測位関連技術と人材育成支援等をパッケージと

した展開を進める． 

・UN-GGIM や国際標準化機構（ISO）地理情報専門

委員会（TC211）の総会等の国際会議における議論

に積極的に参加・貢献する． 

 

3.5 地理空間情報の整備と活用を促進するための総

合的な施策 

(1) 関係主体の推進体制，連携強化 

・基盤地図情報や電子国土基本図等の整備・更新に

利用可能な国や地方公共団体が整備・保有する地

理空間情報を効率的に活用・共有するための連携・

協力体制を，それぞれの地域の実情に合わせて構

築する． 

・民間事業者や大学・研究機関等の産学官民におけ

る関係者・有識者と連携した取組をより充実させ

る． 

 

(2) 知識の普及・人材の育成等の推進 

・産学官の連携による「Ｇ空間 EXPO」を開催し，

新産業・新サービスの創出や，既存サービスの高

度化に関する提案や創意工夫を掘り起こすととも

に，国民に対する地理空間情報の普及啓発を行う． 

・高等学校での地理教育必修化の検討等，地理空間

情報の重要性に関する認識が高まる中，地理教育

の充実に向けた継続的な支援等の取組に関する検

討を行う． 

・測量技術者と他分野技術者の連携や他分野技術者

へ測量技術の習得を企図するなどの方策を行う． 

 

(3) 研究開発の戦略的推進 

・各分野で実施される様々な研究の成果は，推進会

議におけるフォローアップ等による継続的な検証

を行うとともに，国民生活へ広く還元できるよう，

社会実装へ円滑に繋げる仕組みを構築していく． 

 

(4) 重点的に取り組むべき施策 

国土地理院では，2.4 節に記載した「シンボルプロ

ジェクト」のうち「⑫ 電子基準点網及び準天頂衛星

システムを活用した高精度測位サービスの海外展開」

を内閣府宇宙開発戦略推進事務局と協力して主体的

に進めていく． 

これにより，ASEAN 地域や豪州において，相手国

の要望・ニーズを踏まえつつ，我が国と共通の世界

測地系（世界規模の測地基準座標系）や準天頂衛星

の利用環境の展開を図ることで便利で安心な社会の

構築に貢献するとともに，電子基準点網が統合的に

運用され，高精度測位のための補正情報が民生部門

で利用可能となるよう，高精度測位サービスの普及

を進めていく．（図-4）． 

 

図-4 電子基準点網及び準天頂衛星システムを活用した 

高精度測位サービスの海外展開 

 

4. 本基本計画策定までの経緯 

本基本計画は，推進会議事務局である内閣官房を

筆頭とし，国土地理院と国土交通省国土政策局が中

心となり，衛星測位等に関する記述については内閣

府宇宙開発戦略推進事務局との連携の下，関係各府

省と密に調整を図りつつ策定を進めてきた． 

また，地理空間情報産学官連携協議会の枠組み等

を通じて産学からの意見を取り入れるとともに，パ

ブリックコメントを実施し，広く一般の方からの意

見を募集した． 

国土地理院では，政府における検討に先立ち，測

量行政の観点から基本計画に記載すべき事項を整理

するため，国土地理院技術協議会（会長：国土地理

院参事官）地理空間情報活用推進基本計画分科会に

おいて，基本計画政府骨子（案）の目指すべき姿及

び理念との共有を念頭に置いた検討を進め，その結

果を測量行政懇談会基本政策部会に諮問（外部有識

者に意見聴取）した上で，（測量行政関連分野におけ

64 国土地理院時報 2017 No.129 



る）「次期基本計画の考え方（案）」としてとりまと

めた．また，国土政策局では，国土政策の観点から

有識者等を交えた検討を行い，本基本計画策定にあ

たっての基本的方針の整理を行っている． 

こうした検討及び整理の結果を踏まえ，推進会議

事務局として本格的な検討を開始し，はじめに，推

進会議幹事会（第 15 回）において「地理空間情報活

用推進基本計画（第 3 期）骨子（案）」を確定させ，

基本計画本文素案の作成及び「シンボルプロジェク

ト」の選定に着手した． 

基本計画本文素案の作成は，第Ⅰ部を国土政策局

が，第Ⅱ部を国土地理院が，全体を通して衛星測位

等に関する記述を内閣府宇宙開発戦略推進事務局が

担当し，「シンボルプロジェクト」の選定は，Ｇ空間

プロジェクト推進WGの各推進チームの議長が中心

となって検討を進めた． 

この間，各府省及び産学との間で継続的な調整及

び意見交換を重ね，推進会議幹事会（第 16 回）にお

いて「地理空間情報活用推進基本計画（第 3 期）本

文案」を確定した．この本文案に基づき，各省での

幹部説明・財務協議及びパブリックコメント等を行

い，推進会議（第 11 回）において「地理空間情報活

用推進基本計画（第 3 期）案及び工程表案」を確定

した． 

その後，政治的な一連の手続き及び内閣官房によ

る閣議請議の結果，本基本計画が閣議決定されるに

至った． 

本基本計画策定までの主な経緯は，表-1 のとおり

である． 

 

表-1 本基本計画の策定に関する主な経緯 

平成 27 年 

10 月 

○ 院内で測量行政分野に関する基本計画策定方

針の検討を開始 

11 月 

○ 院内で策定方針を了承 

12 月 

○ 地理空間情報活用推進基本計画分科会第 1 回

（4 日），第 2 回（21 日）を開催 

平成 28 年 

1 月 

○ 測量行政懇談会基本政策部会（第 14 回）へ測

量行政分野に関する策定方針・スケジュール

を報告（18 日） 

○ 基本政策部会での検討状況を測量行政懇談会

へ報告（22 日） 

○ 地方測量部を通じて全国の産学官関係者に対

し，課題，意見，要望等の調査を実施（22 日）

2 月 

○ 地理空間情報活用推進基本計画分科会第 3 回

を開催し，基本計画の考え方（案）を整理（24

日） 

3 月 

○ 測量行政懇談会基本政策部会（第 15 回）へ産

学官調査の結果及び基本計画の考え方（案）

を報告（2 日） 

● 推進会議幹事会（第 14 回）を開催し，基本

計画政府骨子（案）及び策定スケジュールを

提示（4 日） 

● 各府省へのヒアリングを実施（下旬） 

□ Ｇ空間基本計画に関する官民勉強会（第1回）

（30 日） 

4 月 

□ 宇宙基本計画の閣議決定（1 日） 

● 推進会議事務局による本格的な検討開始 

□ Ｇ空間基本計画に関する官民勉強会（第2回）

（25 日） 

5 月 

● 基本計画政府骨子（案）を各省及び産学官連

携協議会へ照会（上旬） 

● 推進会議幹事会（第 15 回）を開催し，基本

計画骨子（案）を確定（30 日） 

6 月 

○ 基本計画の考え方（案)を基本政策部会長が

承認（27 日） 

● 基本計画本文素案の作成を開始（～12 月） 

7 月 

○ 測量行政懇談会（第 18 回）に基本計画の考

え方及び政府骨子（案）を報告（15 日） 

○ 基本計画の考え方（案）に対応する個別施策

の割り振り調整を各部・センターと実施（下

旬） 

● 重点的に取り組むべき施策（「シンボルプロ

ジェクト」）の選定を開始（～12 月） 

8 ～ 12 月 

● 基本計画本文素案の作成及び「シンボルプロ

ジェクト」の選定を継続的に実施 

● 各府省との調整及び産学関係者との意見聴

取等を継続的に実施 

11 月 

□ Ｇ空間基本計画に関する官民勉強会（第3回）

（1 日） 

□ Ｇ空間情報センターの運用開始（24 日） 

12 月 

● 推進会議幹事会（第 16 回）を開催し，地理

空間情報活用推進基本計画（第 3 期）本文案

を確定（16 日） 
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平成 29 年 

1 月 

● 各府省に対し，財務協議（一次）の実施依頼

（6 日～13 日） 

○ 省内幹部に対し，基本計画本文案の概要及び

スケジュールを説明（下旬） 

2 月 

● パブリックコメントの実施（1 日～21 日） 

● 各府省に対し，財務協議（二次）の実施依頼

（22 日～） 

● 各省正式協議を実施（23 日～1 日） 

● 基本計画用語集の作成及び各府省との調整

（～3 月） 

○ 大臣を含めた省内幹部に対し，パブリックコ

メントの結果を踏まえた概要説明（下旬） 

3 月 

● 推進会議（第 11 回）を開催し，地理空間情報

活用推進基本計画（第 3 期）案及び工程表案

を確定（3 日） 

● 自民党Ｇ空間情報活用推進特別委員会（7 日）

○ 測量行政懇談会（第 19 回）に基本計画（案）

を報告（14 日） 

● 公明党内閣部会，ICT 社会推進本部，宇宙の

開発・利用委員会合同会議（14 日）及び政調

部会長会議（16 日） 

● 閣議決定（24 日） 

4 月 

● 内閣官房に地理空間情報活用推進室を設置 

※ 表中の ○ は国土地理院の，● は推進会議事務

局の取組事項． □ はその他関係部局等による． 

5. まとめ 
平成 19 年 5 月に基本法が制定されてから 10 年の

節目を迎える本年 3 月，本基本計画が閣議決定され

た． 

前基本計画は，地理空間情報を利活用するために

必要な基盤インフラの整備を中心とした内容であり，

政府は，これに基づき，準天頂衛星の打上げ，基盤

地図情報や電子国土基本図の整備，地理院地図によ

る各種情報の提供，電子基準点網の整備，Ｇ空間情

報センターの本格運用等を行い，その環境整備を着

実に進めてきた． 

本基本計画は，これらの基盤インフラを活用し，

最新情報技術及び位置基準と整合した高精度測位技

術を社会実装することで地理空間情報高度利活用社

会の実現を目指すものとして策定を進めてきた． 

国土地理院では，地理空間情報に関する基盤イン

フラの整備や保有する地理空間情報のより一層の利

活用の促進を図るとともに，測地基準座標系と測位

基盤の効果的な連携や地理教育支援等による人材育

成に向けた取組を進めることで，本基本計画の着実

な推進を図っていく． 

併せて，推進会議の事務局として，我が国の地理

空間情報活用推進に向けた様々な取組に関する企画，

立案及び総合的な調整等を行うことで，引き続き，

政府における地理空位間情報活用推進施策を，積極

的に牽引していかなければならない． 

 

（公開日：平成 29 年 8 月 9 日） 
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